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正味財産の部合計

財務諸表に関する特徴的事項等

○行政費用の補助費等が増加したのは、エコ助成の実績増が主な要因である。
〇行政費用のその他行政費用が減少したのは、令和6年度に心身障害者福祉センターの児童発達支援センター化の工事を行った
ことに伴うものである。
○行政収入の都支出金が減少したのは、省エネ家電助成に係る地方創生臨時交付金の減少等によるものである。
○行政収入のその他は、みどり東京・温暖化防止プロジェクト助成金及びふるさと納税の充当等によるものである。

資産の部合計 370,905 369,225 ▲ 1,680 負債及び正味財産の部合計 370,905 369,225 ▲ 1,680
その他の固定資産 0 0 0 320,901 315,321 ▲ 5,580

320,901 315,321 ▲ 5,580建設仮勘定 0 0 0 正味財産
3,900無形固定資産 0 0 0 負債の部合計 50,004 53,904

工作物等減価償却累計額 ▲ 7,997 ▲ 7,997 0 その他の固定負債 0 0 0
45,542 48,239 2,697工作物等 7,997 7,997 0 退職給与引当金

0建物減価償却累計額 ▲ 222,322 ▲ 224,002 ▲ 1,680 特別区債 0 0
建物 262,356 262,356 0 固定負債 45,542 48,239
土地 330,871 330,871 0 その他の流動負債 0 0

賞与引当金 4,462 5,665 1,203
0
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有形固定資産 370,905 369,225 ▲ 1,680
0その他の流動資産 0 0 0 特別区債 0 0

不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0 0 0

流
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収入未済 0 0 0 流動負債 4,462 5,665 1,203
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勘定科目 6年度 7年度 差額 勘定科目 6年度
特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 201,222 ▲ 316,535 ▲ 115,313

0 0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)
▲ 115,313行政費用合計(b) 216,365 324,839 108,474 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 201,222 ▲ 316,535

その他行政費用 5,630 0 ▲ 5,630 金融収支差額(d) 0 0 0
▲ 201,222 ▲ 316,535 ▲ 115,313賞与・退職給与引当金繰入額 8,904 19,136 10,232 行政収支差額(a)-(b)=(c)

▲ 6,839不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 15,143
減価償却費 0 1,680 1,680 その他 1,005
補助費等 96,671 179,290 82,619 使用料及び手数料 453 466
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
維持補修費 1,832 213 ▲ 1,619 都支出金 13,010 5,769 ▲ 7,241
物件費 26,113 25,057 ▲ 1,056 国庫支出金 675 0 ▲ 675行
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勘定科目 6年度 7年度 差額 勘定科目 6年度 7年度 差額

新エコ助成利用件数 ― ― 3,311 4,212 4,300 令和7年度開始事業

― 令和7年度から新エコ助成事業に移行
エコ助成利用件数（ZEH助成を含
む）

449 557 ― ―

区施設温室効果ガス排出量
（百ｔ－CO2）

132 118 ― 105 105
「荒川区役所エコアクティブプラン」に基
づく。令和7年度は集計中

区全体の温室効果ガス排出量（単
位：千t- ＣＯ２eq）

634 ― ― 498 498 令和6～7年度は集計中

6,079 令和6～7年度は集計中
区全体のエネルギー消費量（単
位：ＴＪ）

6,670 ― ― 6,079

5年度 6年度 7年度
8年度
見込み

目標値
(8年度)

施策の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

持続可能性 3.42 3.37 3.41 あなたは、節電やごみの減量など、地球環境に配慮した生活をしていると思いますか？
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幸福実感指標名
指標の推移

指標に関する質問文
5年度 6年度 7年度

政策 07 地球環境を守るまちの実現

　地球温暖化及び気候変動に対して、国や都の取組等を踏まえて定めた区の地球温暖化対策推進条例や地球温
暖化対策実行計画に基づき、区民・事業者・区が一体となってこれらの対策を講じ、温室効果ガス排出量を実
質ゼロにするゼロカーボンシティの実現を目指す。

関連部課名

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

課長名 檀上 内線 481

施策分析シート（令和8年度）

施策名 温暖化対策の推進 施策No 07-01
部課名 環境清掃部環境課



No2

重点的に推進 重点的に推進
　区は住民に最も身近な基礎自治体として、区民・事業者とともに環境負荷
軽減の取組を進め、地域環境と地球環境を守り育む責務がある。ゼロカーボ
ンシティを目指す荒川区として本施策の重要性は高い。

今
後
の
方
向
性

○日常生活の中で取り組める省エネルギー行動とその効果を、区民により分かりやすく周知するとともに、
シェアサイクル事業の推進等を通して環境負荷の低い行動を促していく。
○各家庭における省エネルギー機器等の導入を支援することで、省エネルギー型ライフスタイルへの転換を促
進する。
○小規模な事業所においても省エネ等の環境に配慮した取組みをしやすいよう支援を実施する。
○森林環境譲与税を活用して交流都市等と連携した森林整備・体験事業を実施することで、ＣＯ2吸収対策と
ともに、区民の環境意識の向上にも繋げていく。

施策の分類
分類についての説明・意見等

8年度 9年度

現
状

○区では、令和3年6月に2050年までに「ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明し、さらに令和4年度には
「荒川区地球温暖化対策実行計画」の改定や「荒川地球温暖化対策推進条例」の制定を行い、脱炭素社会の実
現に向けた実効性のある施策に取り組んでいる。
○令和4年度に改定した「荒川区地球温暖化対策実行計画」で定めた区全体のエネルギー消費量の削減目標
は、令和12年度までに平成25年度比で17％削減としている。また、区全体の温室効果ガス排出量の削減目標
は、令和12年度までに平成25年度比で47％削減としている。
○区全体のエネルギー消費量を部門別に見ると、家庭部門が約45％、業務部門（事務所等）が約33%、運輸部
門が約16％となっており、それぞれの数値は近年は減少傾向にある。
○区全体のこれまでの温室効果ガス排出量については、基準年度となる平成25年度以降減少傾向にあるが、社
会情勢や近年の猛暑化等の自然的要因に影響を受け変動する可能性がある。

課
題

○子どもから大人まで、全ての世代の区民一人ひとりに脱炭素社会へ向けた取り組みへ関心を持っていただく
とともに、行動変容を促していく必要がある。
○エネルギー消費量を部門別で見ると、家庭部門が全体の5割弱を占めており、重点的に対策に取り組む必要
がある。
○区内事業所の大半を占める小規模な事業所においても取り組みやすい省エネルギー化促進の支援策が必要で
ある。
○温暖化対策の実施に際して、森林環境譲与税の活用も検討していく必要がある。

施策の現状・課題・今後の方向性



合　計 216,366 324,839 152,517 204,558

推進 推進

　地球温暖化や自然共生等の環
境問題に対する区民意識の向上
と、森林整備を通じたCO2吸収
対策に資するものであるため、
推進する。

森林整備事業費 07-01-17 24,632 34,758 8,256 12,025

　区民・事業者・区（行政）が
協働して環境活動を推進するた
めの拠点となる重要な施設であ
るため、推進する。

環境推進事業費 07-01-06 16,538 25,243 5,941 3,774 推進 推進

　環境学習講座の実施や優れた
環境活動の表彰により、区民の
環境に対する理解と意識の向上
を図る必要があるため、推進す
る。

重点的
に推進

　脱炭素社会の構築を目指す事
業であり、区民・事業者・区等
が協働して取り組むための地球
温暖化対策実行計画と、区の環
境負荷の軽減を率先して推進す
るエコアクティブプランに基づ
き、重点的に推進する。

あらかわエコセンター管理運
営費

07-01-05 29,323 25,456 41,961 11,720 推進 推進

重点的
に推進

重点的
に推進

　住宅等へ省エネ機器や再生可
能エネルギー関連設備の導入を
推進することにより、ゼロカー
ボンシティの実現を促進する必
要があるため、重点的に推進す
る。

地球温暖化対策推進費 07-01-04 28,494 25,530 3,448 3,371
重点的
に推進

省エネ対策費 07-01-03 117,379 213,852 92,911 173,668

分類についての説明・意見等

6年度 7年度 6年度 7年度 8年度 9年度

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のため

の分類


